
内閣官房

令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

001 内閣人事局経費 平成２６年度 － 33 33 21 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、研修内容及び実施方法等の点検を継続
し、研修の質を低下させることなく単位当たり
コストを低減させる方法を引き続き検討するこ
と。

29 30 1 - 現状通り

引き続き利用可能な無償の会議室の確保に
努めるとともに、民間のノウハウを活用す
るための情報収集を行い、より効果的な研
修内容や実施方法等の改善を検討する。

内閣人事局 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0001 - - - - - 平成２７年度対象

002 高度情報通信ネットワーク社会推進経費 平成２３年度 － 54 54 37  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

11 10 ▲1 - 現状通り
効果的･効率的な調査・研究の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を反映さ
せた概算要求に努める。

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0002 - - - - - 平成３０年度対象

003 新型インフルエンザ等対策経費 平成２５年度 － 3 3 1 

 「新型インフルエンザ」が流行していない
時期にも本事業が継続されている理由は、対
処能力の維持であると考えられ、アウトカム
の「代替目標」とされている「対策訓練」の
実施の徹底をアウトカム指標とすべきではな
いか。ただ、その場合、現在掲げられている
目標値では低すぎると思われる。

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、成果目標の
設定及び目標値の水準の見直しを行うこと。
成果目標の設定ができない場合、現在設定して
いる代替的な成果目標の水準の見直しを行うこ
と。

2 3 1 - 現状通り

所見を踏まえ、引き続き、効果的･効率的な
事業の実施に努め、効率的に執行した実績
を概算要求に反映するように努めていく。
また、当事業は、ご指摘の通り、国全体の
新型インフルエンザ等への対処能力の向上
や行動計画の精度の向上を図るための事業
であり、定量的な成果目標、成果指標を設
定することが困難であることから、関係府
省庁及び都道府県等が実施する対策訓練の
実施の徹底を代替指標としている。なお、
この代替指標の最終目標値は、特措法の規
定により訓練実施の努力義務を負っている
全ての機関数となっている。訓練主体とな
る自治体には、政令指定都市のように保健
所設置主体であり人口規模も大きい市か
ら、小規模な町村も含まれており、訓練に
割ける人的資源等に大きな差があるため、
まずは、比率の向上を目指して取り組んで
参りたい。

新型インフルエン
ザ等対策室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0003 - - - - - その他

004 拉致問題対策経費 平成１８年度 － 199 199 199 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

199 279 80 - 執行等改善

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、効果的・効率的な事業の実施に努めつ
つ、執行実績に見合う予算計上となるよう
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」91

拉致問題対策本部
事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0004 - - - - - 平成２８年度対象

005 国土強靭化政策推進経費 平成２６年度 － 142 142 151 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

144 184 40 - 現状通り

引き続き事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率
的執行に努めることとし、効率的に執行し
た実績を概算要求に反映させるよう努めて
いく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」50

国土強靭化推進室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0005 - - - - - 平成２８年度対象

006 領土・主権内外発信推進経費 平成２６年度 － 37 37 37 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

38 38 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、事業の適切な進捗管理など
を確実に行い、効果的・効率的に事業を実
施し、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させるよう努めていく。

領土・主権対策企
画調整室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0006 - - - - - 平成２８年度対象

007 健康・医療戦略経費 平成２４年度 － 99 99 66  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

141 575 434 - 現状通り

推進チームの所見を踏まえ、引き続き、効
果的･効率的な事業の実施に努めることと
し、効率的に執行した実績を概算要求に反
映させるよう努めていく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」475

健康・医療戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0007 - - - - - 平成３０年度対象 ○

008 地方創生インターンシップ事業 平成３０年度 平成３０年度 60 60 30 

本事業の狙いについて，期待するところは大
きい。なお，関連する事業としては，たとえ
ば文部科学省所管事業のCOC,COC+事業があ
る。このうち，COC＋については，本年度ま
での補助期間となっており，その総括はこれ
から行われるところである。そのなかには，
地方の企業と地元の大学とを結び付けるよう
なものも含まれているが，補助期間の終了と
ともに，いったん終了してしまうものも含ま
れている。地域の大学と産業界との関係は相
互の信頼性に基づき，長い年月のなかで醸成
されるものであることにかんがみ，こうした
地域の実情や連携を損なうことのないよう，
既存の関連事業との調整を十分に行っていた
だきたい。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

- - - - 予定通り終了

所見を踏まえ、関係省庁と適宜意見交換を
図りながら、事業の有効性・成果について
適切かつ明確に検証し、今後の事業実施に
つなげていきたい。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0002 - - - - 前年度新規

009 地方創生のための調査・分析事業 平成３０年度 平成３０年度 30 30 22 

単年度の調査事業であるので，成果指標を掲
げることができない点については問題ないだ
ろう。ただし，次の5カ年の戦略に関する調
査であることにかんがみ，調査の中におい
て，5年後の成果とは何か，5年後の成果をど
のように把握することができるのかという観
点が含まれているのかどうかが重要になるの
ではないか。地方創生の取り組みについては
これまで，評価や成果を重視しているとの説
明が繰り返し行われているところ，この点に
ついては後年，充実した説明が可能となるよ
う取り組んでいただくことを期待する。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

- - - - 予定通り終了
外部有識者の所見を踏まえ、今後の同種事
業につなげていく。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0003 - - - - 前年度新規 ○

010 多業種連携型しごと創出推進事業 平成３０年度 平成３０年度 41 41 38 

 農協系のシンポジウムの開催が1回とのこと
だが，参加者数が3500人となっている。これ
は実績を表した数字か。また，「モデル事業
の横展開」を目指しているとのことである
が，個々のモデル事業の横展開にかかる検証
は行われているのだろうか。さらには，横展
開については，次のステップに何を残してい
るのか，今後の課題にはどのようなものがあ
るのかといった説明も期待したいところであ
る。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

- - - - 予定通り終了

シンポジウム当日は、農林漁業・商工業関
係者や学生等3,500人が参加した。参加者へ
のアンケート調査では回答者（136名）の
98％が農林水産業と商工業の連携した取組
について理解が深まったと回答。シンポジ
ウムでは、日本全国で多業種連携による地
方創生に向けた取組が一層促進されるよう
「多業種連携による地方創生に向けた５団
体宣言」を行っており、これを契機とし
て、地域レベルでも多業種の連携が広がる
よう、今後は関係団体において普及啓発に
向けた取組を実施する予定。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0004 - - - - 前年度新規

011 子供の農山漁村交流推進事業 平成３０年度 令和元年度 15 15 14  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

30 - ▲30 - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0005 - - - - 前年度新規 ○

012
地方へのサテライトキャンパス設置に関する調
査研究事業

平成３０年度 令和元年度 10 10 9  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

20 - ▲20 - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0006 - - - - 前年度新規 ○

013 地方創生の取組に係る実態調査経費 平成３０年度 令和元年度 69 - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

- - - - 前年度新規 ○

014 地方創生に関する普及・啓発経費 平成３０年度 令和元年度 40 - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

- - - - 前年度新規 ○

015 生涯活躍のまち推進事業経費 平成３０年度 令和元年度 51 - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

- - - - 前年度新規 ○

016
地域少子化・働き方改革推進に関する調査事業
費

平成３０年度 令和元年度 22 - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

- - - - 前年度新規 ○

017 共生社会の実現に関する調査事業費 平成３０年度 令和元年度 43 - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

- - - - 前年度新規 ○

018 地域活性化推進経費 平成２５年度 － 211 211 188 

 BとCに委託した業務が、適切に配分されて
いるか、Cが実質的に、Bの下請事業者となっ
ていないか（Cの受託した業務の範囲につい
て）、確認が必要

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

188 171 ▲18 - 現状通り

Bの業務は、各サイトの歴史全体の理解のた
めに必要となる産業史全般に関する調査
や、産業史に関するインタープリテーショ
ンを海外事例なども含めて調査するもので
ある。一方、Cの業務は、産業遺産情報セン
ターという特定の施設の機能や展示構成に
ついて調査・検討するものである。このよ
うに両者の業務については調査内容が明確
に異なっており、Ｃが実質的にＢの下請け
になっているということはない。

産業遺産の世界遺
産登録推進室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0008 - - - - その他 ○

019 特定複合観光施設区域整備推進室経費 平成３０年度 平成３０年度 10 10 23 

 事業者AとCは、それぞれが受託した業務に
重複があるのではないか。Aの業務によっ
て、Cの業務も本来カバーできるようにも思
われ、調査事項が適切に区分されているの
か、確認が必要

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に調査事項区分の適切性の検証に努め、今後、
同種の事業を実施する場合、当業務を通じて得
られた知見を基に効果的･効率的な予算要求及び
予算執行を行うこと。

- - - - 予定通り終了

Aの業務はギャンブルに関連する責任ある
ギャンブリング対策（制度・運用実態調
査）について、Cの業務はIRにおける経営戦
略等及び再投資に関する調査研究であり、
専門とする分野が異なる調査となってい
る。異なる分野の調査をパッケージにして
調査を行おうとしても応札が見込めないお
それがあるほか、調査範囲が拡大すると調
査期間との関係で十分が成果が得られない
おそれがあるため、本件調査事項の区分は
適切だと考えている。今後、同種の事業を
実施する場合は、当業務を通じて得られた
知見を基に効果的・効率的な予算要求及び
予算執行を行う。

特定複合観光施設
区域整備推進室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新
30

- 0001 - - - - 前年度新規 ○

020 緊急事態に備えた調査・研究等経費 平成１７年度 － 64 87 84 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

70 70 0 - 現状通り
効率的・効果的な事業の実施に努めること
とし、できる限り執行実績を概算要求に反
映することに努める。

内閣官房副長官補
（事態対処・危機
管理担当）

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0009 - - - - - 平成２７年度対象 　

021 内閣広報経費 平成１６年度 － 98 98 106 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

80 81 1 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、効果的・効率的な事業の実
施に努めることとし、それを反映した概算
要求とした。

内閣広報室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0011 - - - - - 平成２９年度対象

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目
執行額

会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

令和元年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和２年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目
執行額

会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

（単位：百万円）

022 サイバーセキュリティ戦略本部等経費 平成１４年度 － 226 173 167 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

158 211 54 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」5

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計

（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0012 - - - - - 平成２９年度対象

023 政府CIO制度の推進経費 平成２５年度 － 310 310 287  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

360 230 ▲130 - 現状通り
効果的･効率的な事業の実施に努めることと
し、効率的に執行した実績を反映させた概
算要求に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」169

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0013 - - - - - 平成３０年度対象

024
内閣サイバーセキュリティセンター情報システ
ム等経費

平成１８年度 － 2,370 2,392 1,847 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

1,245 3,472 2,227 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,347

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0014 - - - - - 平成２８年度対象

025 情報収集衛星の研究・開発 平成１０年度 － 53,757 49,852 47,584 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、衛星機数増加にあたり更なる経費増加が
予想されることから、更なるコスト削減策につ
いて引き続き検討すること。

39,122 55,192 16,069 - 現状通り

所見を踏まえ、引き続き、効果的・効率的
な事業の推進に努める。なお、新規の衛星
開発の仕様を一者に限定されない内容と
し、契約における競争性を確保したことに
よるコスト削減を図り、概算要求に反映し
ているところ。
また、更なるコスト削減策についても引き
続き検討を進めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」23,180

内閣衛星情報セン
ター

一般会計
（項）情報収集衛星業務費
（大事項）情報収集衛星シス
テム開発等に必要な経費

内閣
官房

- 0015 - - - - - 平成２８年度対象

026 水循環推進経費 平成２７年度 － 65 65 63 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、成果目標の設定については、今年度にお
いても流域水循環計画の取組状況は継続して確
認するとのことであるが、目標設定のための検
討時期の目安の明示を行うなど、引き続き検討
すること。

65 115 50 - 現状通り

引き続き事業の実施にあたっては、適切な
時期に水循環の各分野に関する専門家であ
る水循環アドバイザーの会議を開催し意見
を聴取したうえで、水循環政策本部事務局
メンバーの会議を原則毎週開催し、効率的
な施策推進およびコスト縮減に努めるとと
もに、改めて取組を精査し概算要求に反映
する。また、成果目標の設定については、
水循環基本計画の見直しや、地域の実情、
地方公共団体の意向等を踏まえ、検討を進
める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」57

水循環政策本部事
務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0016 - - - - - 平成２９年度対象

027
東京オリンピック・パラリンピック競技大会推
進本部経費

平成２８年度 令和２年度 826 576 563 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

593 1,217 624 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き予算の効率的執行に努めると
ともに、改めて取組内容を精査し概算要求
を行う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」951

東京オリンピック
競技大会・東京パ
ラリンピック競技
大会推進本部事務
局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0017 - - - - - 平成２９年度対象 ○

- - - - - -
58,885 54,496 51,537 42,497 61,879 19,381 - 

57,900 58,983 55,560 55,828 136,358 80,530 

116,785 113,479 107,097 98,325 198,237 99,912 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和元年度の点検の結果、事業を廃止し令和２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和元年度の点検の結果、見直しが行われ令和２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和元年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和元年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成
２９年度対象」、「平成３０年度対象」と記載する。なお、令和元年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計


	(様式１)反映状況調

